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Abstract 
Purpose of this study is to catch the realities of social educational facilities with the residents in 
Hokkaido. The social educational facilities include museum, library, and lyceum, and so on. We did the 
questionnaire survey to 180 municipalities and their facilities. We especially asked the volunteer work 
and surveyed the library in detail. The result of the investigation becomes the following.  
1) The municipality of 30,000 people or less has small introductions of designation administrator system 
to the facilities. 2) In a lot of facilities only, the staff has managed themselves. But there are many 
facilities where the volunteer such as libraries also is working together, too. 3) From point of 
communications between volunteer and the staff, there are the facilities where volunteers are deeply 
related to the facilities management. 4) There are libraries managed well with the volunteer in a not 
large city from point of "number of books /number of volunteers".  
 














































ンティアとして参加する場合がある。   

































































3、有効回答 97 票：回収率 56%）。 
 4 章では、主にボランティア導入の実態を捉える。
調査 3 より把握されたボランティア導入の 105 の
施設に対し、アンケート調査を実施した（調査 4、





















 平成 17 年度社会教育調査より北海道における社
会教育施設の総数を見ると「公民館（584 館）」が
最も多く、次いで「博物館類似施設（236 館）」、「青
少年教育施設（179 館）」となっている（図 2）。 









 HP 調査（調査 2）から、指定管理者制度導入を








れた 16 市町村の事例を図 4 に挙げる。公の施設数
に対する指定管理者制度導入数をみると、札幌市
（188.1 万人）が 75％と高く、小樽市（14.2 万人）
の 35％、網走市（4.2 万人）の 37％と、概ね 4 万
人以上の人口では 4 割以上の導入が見られる。一












数（分類 6）は、人口規模別では（図 5）、「3 万人
以上〜20 万人未満（43 館）」が最も多く、次いで
「1.5 万人以上〜3 万人未満（15 館）」、「20 万人以
上（12 館）」となっている。市民活動団体による運
営施設数（分類 5）では、「3 万人以上〜20 万人未
満（142 館）」が最も多く、次いで「1.5 万人以上〜
3 万人未満（63 館）」、「1 万人未満（11 館）」となっ
ており、「3 万人以上〜20 万人未満」において分類
5、分類 6 の P.S 運営が多い。 
 






















 平成 17 年度社会教育調査では、北海道において
最も高いボランティア受け入れ施設は「図書館
（78％）」で、次いて「博物館（51％）」、「博物館





有効回答数は 79 である。 
 表 3 をみると、全体としては、分類 1 に該当す
る施設が多く、次に分類 2、分類 6 と続く。一方で
分類 3〜5 は少ない。施設種類では「博物館」は分




































変わるだろう。調査 4 より、NPO 法人（分類 6）
による指定管理者施設と直営施設（分類 2〜4）を
比較し、ボランティアの実態を把握する（図 8）。 






























































態を捉える（調査 5、6）。調査 5 より、125 館中 81
館、65％の割合（図 13）でボランティアの受入れ
がある。ボランティア数は、最小 1 名最大 392 名
であったが、全体では図 14 にあるように受入館の
61％が 19 人以下である。ボランティアの職業（複






中 68 館）が最も多く、「図書館イベント」（44 館）、































































































































































































*16：近年では、平成 12 年 12 月 8 日に出された生涯学
習審議会図書館専門委員会による「公立図書館の設
置及び運営上の望ましい基準」もボランティアを考
慮した建築出現の要因になったと思われる。 
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